
資料１－１ 

 

災害に強い学校施設づくり検討部会における検討経緯 

 
 

平成 26 年 2 月 27 日   学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第 15 回） 

・報告書（案）の検討（Ｑ＆Ａ含む） 

 

 

平成 26 年 3 月 7 日 報告書「災害に強い学校施設の在り方について～津波対策 

及び避難所としての防災機能の強化～」の公表 

               教育委員会、防災担当部局等に対し、文教施設企画部長名で

通知 

 

平成 26 年 4 月 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域における公立学校

施設の津波移転改築事業の創設 

                （関連：平成２５年１１月 南海トラフ地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法の制定） 

 

平成 26 年 6 月 5 日   災害に強い学校施設づくり検討部会（第 9 回） 最終回 

・学校施設整備指針の改正案の検討 

 

 

平成 26 年 7 月 10 日   学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第 16 回） 

・学校施設整備指針の改正案の検討 

 

 

平成 26 年 7 月中   学校施設整備指針の改正 

本日 



 

（参考） 

 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 

災害に強い学校施設づくり検討部会委員名簿 

 

氏  名         職    名 

淺 川 賢 次  江戸川区危機管理室長 

上 野  淳  首都大学東京理事、名誉教授 

及 川  康  東洋大学理工学部准教授 

大 木 聖 子  慶應義塾大学環境情報学部准教授 

佐 藤  健  東北大学災害科学国際研究所教授 

千 田 晃 一  岩手県大船渡市教育委員会事務局学校教育課長 

長 澤  悟  株式会社教育環境研究所長 

山 田 あすか  東京電機大学未来科学部准教授 

矢 守 克 也  京都大学防災研究所教授 

（以上９名、五十音順、敬称略） 

（○：部会長） 

 

 

 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 

災害に強い学校施設づくり検討部会特別協力者名簿 

 

齋 藤 福 栄    国立教育政策研究所文教施設研究センター長 

（以上１名、敬称略） 

 

○ 


